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道内景気は、持ち直している。

需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が増加基調にあるほか、乗用車販売台数が堅調

に推移するなど、明るい動きがみられる。住宅投資は持家の着工戸数が増加している。公共

投資は予算の拡大により、前年を大きく上回っている。輸出は北米や中南米向けが増加して

いる。

生産活動は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いているほか、失業率も大幅に低下している。企業倒産は件数、負債金額ともに減少し

ている。
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①大型小売店販売額～３か月連続で増加

１０月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋０．７％）は、３か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比▲１．１％）は、衣料品やそ

の他の品目が前年を下回った。スーパー（同

＋１．２％）は、衣料品、身の回り品が前年を

下回ったが、飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．７％）

は、２か月ぶりに前年を上回った。

②住宅投資～３か月ぶりに減少

１０月の新設住宅着工戸数は、３，６１２戸（前

年比▲１６．１％）と３か月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同＋１７．３％）、

分譲（同＋２２．５％）は増加したが、貸家（同

▲３５．８％）が減少した。

４～１０月累計では、２３，８８５戸（前年比

＋０．９％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、貸家（同▲７．７％）は減少

しているが、持家（同＋１３．５％）、分譲（同

＋０．５％）が増加している。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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③公共投資～６か月連続の増加

１０月の公共工事請負金額は、６６６億円（前

年比＋９．５％）と６か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲４．５％）、北海

道（同▲０．３％）は前年を下回ったが、市町

村（同＋２５．１％）は前年を上回った。

４～１０月累計では、請負金額７，６８６億円

（前年比＋２２．８％）と前年を上回った。

④来道客数～２０か月連続で前年を上回る

１０月の来道客数は、１，１１４千人（前年比

＋４．２％）と２０か月連続で前年を上回った。

４～１０月累計では７，８０３千人と前年を５．０％

上回った。

１０月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ５．４％増加した。国内線（前年比＋４．３％）、

国際線（同＋２７．１％）ともに前年を上回っ

た。

⑤貿易動向～輸出・輸入とも１１か月連続増加

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比１．０％

増の４０３億円、輸入が同１４．３％増の１，７０５億円

となった。

輸出は自動車の部分品や魚介類・同調製

品、鉱物性タール及び粗製薬品などが増加

し、１１か月連続で前年を上回った。輸入は原

油・粗油などが増加し、１１か月連続で前年を

上回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～持ち直しの動き

１０月の鉱工業生産指数は１００．８（前月比

＋０．６％）と２か月連続で上昇し、前年比

（原指数）では＋４．４％と４か月連続で上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、窯業・土石製品

工業、化学工業、輸送機械工業など１０業種が

低下したが、食料品工業、パルプ・紙・紙加

工品工業、一般機械工業など６業種が上昇し

た。

⑦雇用情勢～持ち直しの動きが続く

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．７９倍となり、前月比で０．０２ポイント、前

年比では０．１８ポイント上昇した。前年比は４５

か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１８．４％の増加とな

り、４５か月連続して前年を上回った。業種別

では、サービス業（前年比＋３１．５％）、建設

業（同＋４０．１％）、卸売業・小売業（同

＋１６．５％）などが増加した。

⑧倒産動向～件数、負債総額とも減少

１１月の企業倒産は、件数が２５件（前年比

▲１９．４％）、負債総額が２６億円（同▲５０．５％）

となった。件数は１３か月連続で減少、負債総

額は３か月ぶりに前年を下回った。

業種別では、建設業が１１件、サービス・他

が７件などとなった。

道内経済の動き
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北海道経済の現状は、開発予算の大幅

な増額や観光客の増加に加え、一部の耐

久消費財や住宅投資で駆け込み需要がみ

られるなど、着実に持ち直している。

２６年度の北海道経済は、公共投資の落

ち込みが想定されるものの、観光関連や

個人消費が下支えし、プラス成長を維持

しよう。需要項目別に先行きを展望する

と、個人消費は、雇用環境の改善などを

背景に底堅く推移しよう。住宅投資は、

各種政策効果により駆け込み需要の反動

減がある程度緩和されるものの、持家を

中心に減少しよう。公共投資は、２５年度

の補正予算などを加味しても、減少しよ

う。設備投資は、エネルギー関連投資や

札幌市内中心部でのビルの建て替えなど

から、非製造業を中心に増加しよう。

この結果、実質成長率は０．７％（２５年

度２．２％）、名目成長率は１．７％（同

１．６％）となろう。

平成２６年度北海道経済の見通し

要 約

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号
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１．平成２５年度の北海道経済の概況

（１）国内経済の概況

現状の国内経済は、財政・金融政策、いわ

ゆる「アベノミクス」の効果から回復してい

る。輸出は、米国の緩やかな景気回復や円高

修正などから持ち直している。個人消費は、

来年４月からの消費税増税（現行５％→

８％）を意識した駆け込み需要や、前年から

続く株価上昇を背景として、高額商品やサー

ビス消費が持ち直すなど堅調に推移してい

る。公共投資は、予算規模が拡大し大幅に増

加している。住宅投資は、駆け込み需要から

前年を上回っている。設備投資は、企業業績

の改善を背景に持ち直している。

先行きについては、自動車販売などを中心

に、年度末に向けて駆け込み需要が一段と強

まろう。米国など海外の経済状況によって

は、外需が弱まることもあり得るが、総じて

みれば、個人消費や公共投資などの内需が国

内景気を牽引していくものとみられる。

（２）北海道経済の概況

北海道経済は、公共投資が大きく増加して

いるほか、国内外の観光客が前年を上回って

推移するなど持ち直している。

今後を展望すると、需要面では、個人消費

は年度末に向けて駆け込み需要が強まり、底

堅く推移しよう。住宅投資は駆け込み需要に

一服感はあるものの、前年を上回ろう。公共

投資は、建設関連業種の人手不足や資材の価

格上昇がみられるなど供給側の制約が懸念さ

れるものの、予算拡大から大幅に増加しよ

う。設備投資は、非製造業を中心に堅調に推

移しよう。

以上のような経済状況を勘案すると、２５年

度道内経済成長率は実質成長率２．２％、名目

成長率１．６％となろう。原材料価格は上昇傾

向にあるが、企業間競争の激しさから販売価

格には十分転嫁されず、名目成長率は実質成

長率を下回るものとみられる。

２．平成２６年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

２６年度の国内経済は、駆け込み需要の反動

減から、個人消費を中心に落込みも懸念され

るが、基本的には２４年度後半からの景気回復

基調に変わりはないであろう。すなわち、前

述の懸念については、５．５兆円規模の２５年度

補正予算が組まれる見通しにあることや、日

銀における追加金融緩和の可能性もあること

など、政府・日銀が連携し、景気の腰折れ回

避に向けた取り組みがなされよう。また、自

動車業界やセメント業界などの大手企業では

賞与増額がみられるなど、所得環境は改善し

つつある。

需要面をみると、個人消費は年度初めに一

時的な落ち込みはあったとしても、総じて底

堅く推移しよう。住宅投資は、駆け込み需要

の反動から減少しよう。設備投資は、企業業

績の改善を背景に、投資マインドが高まろ

う。公共投資は、２５年度補正予算を加味して

も、減少しよう。輸出は、海外経済に不確実

性が残るものの、自動車関連などを中心に持

ち直し基調が続こう。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は、公共投資などは落ち込むも

のの、個人消費や観光関連が景気を下支え

し、プラス成長を維持しよう。すなわち、公

共投資は減少するとは言え、ある程度の水準

を維持しよう。またアジアでの北海道人気が

根強いことなどから、国内・海外からの観光

平成２６年度北海道経済の見通し
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客の増加は続くものとみられる。このような

状況のもと、所得・雇用環境は、建設関連、

観光関連などを中心に緩やかな改善が続き、

個人消費は底堅く推移しよう。

今後の物価動向をみると、消費税率引き上

げにより物価上昇が見込まれる。この結果、

２６年度道内経済成長率は実質成長率０．７％、

名目成長率１．７％となり、名目成長率は実質

成長率を上回ろう。ただし、真の意味でのデ

フレ脱却には、恒久的な賃金増加や、女性や

高齢者の就労拡大など、道民全体の所得を増

やすことによって、需要を高めることが必要

となろう。

（３）道内総生産（支出側）の動向

Ａ．民間最終消費支出

雇用環境をみると、求人数は、建設業や観

光関連、医療福祉などの業種で増加が続いて

いる。また、失業率の低下が明確となってい

るほか、雇用者が小幅ながら増加するなど雇

用環境は緩やかに改善している。所得環境

は、本格的な賃金増加とは言えないものの、

賞与や時間外手当等で増加の動きがみられ

る。

今後を展望すると、公共投資が幾分減少し

ても、建設業界の人手不足は解消せず、また

好調に推移している観光関連をはじめ多くの

業種で持ち直し基調にあることから、全体と

しては雇用・所得環境の改善が続こう。

したがって、自動車や家電製品などの耐久

消費財は、年度当初に駆け込み需要の反動減

が一定程度想定されるものの、以上のような

雇用・所得環境から年央にかけて個人消費は

徐々に回復し、消費税増税の影響は限定的な

ものとなろう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

１．３％、名目成長率２．５％となろう。

Ｂ．総固定資本形成

（ａ）住宅投資

持家は、平成２６年４月以降の入居者を対象

としたローン減税の拡充や「すまい給付金」

などの政策が、駆け込み需要の反動をある程

度平準化させよう。貸家は、サービス付高齢

者向け賃貸住宅いわゆる「サ高住」がピーク

を過ぎ、また分譲はマンション建設用地が不

足しており、大型の開発プロジェクトはみら

れない。

このため、利用別の新設着工戸数は、持ち

家が１２０百戸、貸家が１８０百戸、分譲が４０百

戸、給与（社宅）が２百戸、合計で３４２百戸

程度となり、前年度実績見込み（３６５百戸）

を下回ろう。

この結果、住宅投資は実質成長率△５．８％、

名目成長率△５．１％となろう。

（ｂ）設備投資

企業業績の改善を背景に、企業の設備投資

マインドは高まろう。札幌市内では老朽化し

たビルの建て替えが進行し、また、エネルギ

ー関連投資では、蓄電池設置や国内最大規模

のバイオマス発電施設整備などの大型投資が

計画されている。

この結果、設備投資は実質成長率４．０％、

名目成長率５．２％となろう。

（ｃ）公共投資

２５年度、道内景気の持ち直しに大きく寄与

した公共投資であるが、国の財政再建の観点

もあり、当初予算は２５年度ほどの規模は見込

めない。２５年度補正予算（全国ベースで５．５

兆円程度）に伴う工事の大半が、２６年度に執

平成２６年度北海道経済の見通し

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号
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行されることを考慮しても、減少を余儀なく

されよう。

この結果、公共投資は実質成長率△７．５％、

名目成長率△６．８％となろう。

Ｃ．域際取引

移輸出では、内外から高い評価を受けてい

る農畜産品、魚介類など食料品の出荷が増加

しよう。また工業品は、国内生産の回復や米

国経済の持ち直しから、自動車部品などが２５

年度実績を上回ろう。観光関連は勢いを持続

しよう。すなわち、近年のLCC（格安航空会

社）の新規就航や国際定期便の拡充に加え、

国内需要の持ち直しや円安、査証（ビザ）緩

和なども寄与し、国内観光客、外国人観光客

とも増加を続けよう。

この結果、移輸出は実質成長率３．７％、名

目成長率４．５％となろう。

移輸入では、輸入は、火力発電所向けの原

油・粗油が高止まりしていることや、円安に

よる輸入物価上昇から増加基調が続こう。ま

た移入は道内需要の持ち直しにより２５年度を

上回ろう。この結果、移輸入は実質成長率

１．３％、名目成長率２．２％となろう。

（４）道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、２５年度の農業は比較的天候

に恵まれたことにより、水稲などが平年作を

上回り、生乳生産も底堅く推移した。２６年度

は作況が平年並みとすると、耕作部門のコメ

は生産調整が実施され収穫量の減少が見込ま

れる。畜産部門の生乳生産が国内需要の回復

から堅調に推移するとしても、農業総生産は

１．２％減とみられる。林業は住宅着工の落込

みが懸念されるものの、円安に転じたことも

あり輸入材から道産材への需要シフトが見込

まれ、総生産は２．４％増とみられる。水産業

は、近年の海水温の変化などから秋サケをは

じめとする多くの魚種で不漁が続いている。

２６年度は、これらの漁獲量がある程度回復す

るものとすると、総生産は１．４％増とみられ

る。この結果、一次産業総生産は０．６％減と

なろう。

二次産業では、製造業は、海外経済の持ち

直しなどから海外向け輸送用機械などの生産

が増加しよう。また国内需要の持ち直しか

ら、窯業土石製品、金属製品工業なども底堅

く推移し、総生産は１．６％増とみられる。建

設業は、民間設備投資の増加が見込まれるも

のの、公共工事が前年を下回り、総生産は

１．２％減とみられる。この結果、二次産業総

生産は０．４％増となろう。

三次産業では、一時的に駆け込み需要の反

動減もみられようが、雇用・所得環境が好転

していることから、卸売・小売業は堅調に推

移するとみられる。金融・保険は、為替相場

や株式市況に大きな変動がないことを前提と

すれば、底堅く推移しよう。サービス業は、

観光関連が前年を上回るほか、介護・福祉な

どが安定した推移となろう。この結果、三次

産業総生産は１．１％増となろう。

（平成２５年１２月１０日公表）

平成２６年度北海道経済の見通し

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２４年度

（実績見込み）

２５年度

（実績見込み）

２６年度

（見通し）
２４年度 ２５年度 ２６年度

民間最終

消費支出

１１９，５６１

（１．７）

１２２，１４９

（２．２）

１２５，２４６

（２．５）
２．２ １．４ １．３

政府最終

消費支出

４６，４２９

（△０．１）

４５，８４４

（△１．３）

４５，９１５

（０．２）
０．１ △１．６ △０．５

総固定

資本形成

３２，６３７

（４．０）

３４，８２７

（６．７）

３４，３０９

（△１．５）
４．５ ６．０ △２．１

住宅投資

設備投資

公共投資

４，８８５

（６．４）

１４，３６５

（６．２）

１３，３８７

（０．９）

４，９９２

（２．２）

１４，６８７

（２．２）

１５，１４８

（１３．２）

４，７３８

（△５．１）

１５，４４６

（５．２）

１４，１２５

（△６．８）

７．０

６．３

１．６

１．４

２．０

１２．３

△５．８

４．０

△７．５

移 輸 出 ６４，０７２

（２．３）

６７，２２５

（４．９）

７０，２３６

（４．５）
３．２ ４．０ ３．７

移 輸 入

（控 除）

８０，３８３

（０．４）

８４，３１５

（４．９）

８６，１７７

（２．２）
△０．１ ０．８ １．３

道内総生産

（支出側）

１８４，４０１

（△０．１）

１８７，２７９

（１．６）

１９０，５０７

（１．７）
０．９ ２．２ ０．７

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２６年度北海道経済の見通し

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号
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（第２表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２４年度

（実績見込み）

２５年度

（実績見込み）

２６年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２４年度 ２５年度 ２６年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，８７８

５，２２２

２４５

１，４１１

６，９３８

５，２９７

２４７

１，３９４

６，８９８

５，２３２

２５３

１，４１３

０．５

２．３

△２．４

△５．０

０．９

１．４

０．８

△１．２

△０．６

△１．２

２．４

１．４

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２９，５５９

２７７

１６，７９１

１２，４９１

３０，１６８

２７９

１６，９６２

１２，９２７

３０，２８２

２７８

１７，２３１

１２，７７３

△０．７

２．４

△１．８

０．８

２．１

０．７

１．０

３．５

０．４

△０．４

１．６

△１．２

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業

電気・運輸・
サービス業

政府・対家
計サービス

１４９，１５０

２５，０４９

３０，７６１

６４，２１８

２９，１２２

１５０，５４０

２５，５５２

３１，１６９

６４，３８１

２９，４３８

１５２，２４１

２５，７９６

３１，４４１

６５，６８９

２９，３１５

△０．２

０．７

０．２

△０．８

△０．３

０．９

２．０

１．３

０．３

１．１

１．１

１．０

０．９

２．０

△０．４

道内総生産

（生産側）
１８４，４０１ １８７，２７９ １９０，５０７ △０．１ １．６ １．７

輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２６年度北海道経済の見通し

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号
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（第３表）実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２４年度 ２５年度 ２６年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

１．４
０．０
０．７

０．９
△０．４
１．０

０．９
△０．１
△０．４

住宅投資
設備投資
公共投資

０．２
０．５
０．１

０．０
０．２
０．８

△０．１
０．３
△０．５

移輸出
移輸入 （控除）

１．０
△０．０

１．２
０．３

１．２
０．５

道内総生産（支出側） ０．９ ２．２ ０．７

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２６年度北海道経済の見通し

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号
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― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号

売上債権管理に関する解説は色々ありますが、必要なツールについて具体的に説明を行うこと

にいたします。

取引開始前に行う取引基本契約の作成を行う際に考慮すべき契約条項の検証、取引開始後に行

うべき取引先に対するチェック方法に関して即活用できるように検証事項と確認事項をチェック

リスト方式で説明いたします。

Ⅰ．契約作成時の考慮又は記載すべき事項
契約書を締結する際に、将来の債権回収リスクを考慮しながら、契約書上にリスクの想定事項

の予防・解決方法を明記することは債権回収管理として大変重要な問題です。以下、契約条項を

一般的契約からリスクを考慮した改訂契約に変更するかを検討します。

１．所有権の移転時期の明確化（また、債権の確定日を双方で明確にする事）

①＜一般的契約＞ 甲は売主、乙は買主

（検収）

乙は、甲から納品を受けた商品については、その受領後速やかに数量及び品質について検

品をし、その結果を甲に通知しなければならない。

（所有権の移転等）

商品の所有権は、納品後、前条の検収で合格した時点で、甲から乙に移転するものとする。

②＜上記契約をリスク考慮した改訂契約書に変更＞ 甲は売主、乙は買主

（検収）

乙は、甲から納品を受けた商品については、その受領後３日以内に数量及び品質について

検品をし、その結果を甲に通知しなければならない。

なお、納品後３日以内に乙から検品結果の通知がなされないときは、検査に合格したもの

とみなす。

（改訂ポイント： 「速やかに」と言うあいまいな表現でなく、具体的に期限日数の記載と

通知がないときの対応方法を明記したものに改訂）

（所有権の移転等）

商品の所有権は、納品後、前条の検査で合格し、次条に定める代金を完済した時点で、甲

から乙に移転するものとする。

（改訂ポイント： 取引先の信用不安が発生した場合に、当社の所有権を保留している商品

の引揚を容易にするための改訂）

２．期限の利益喪失条項の記載（タイムリーな債権回収手続き実施のため）

期限の利益の喪失条項は、以下の効果を目的として規定することが重要です。

経営のアドバイス

売上債権管理に関して
三浦公認会計士事務所
公認会計士 三浦 正範
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経営のアドバイス

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号

① 債権回収のため、直ちに期限を到来させ、債務の履行を請求できるようにし、債権回収

手続きを実施できるようにするため。

② 期限の利益喪失条項で催告等をしないで解約・解除ができるようにするため。

③ 債権・債務の相殺処理が出来る相殺適状要件を満たすようにするため。

期限の利益喪失規定は、契約書上に記載なければ、民法上の規定（民法第１３７条）に基づ

いて以下の事象がなければ期限の利益の喪失を実行し債権回収をすることができない。

（１）債務者が破産手続開始の決定を受けたとき。

（２）債務者が担保を滅失させ、損傷させ、又は減少させたとき。

（例えば、債務者が抵当権を設定している建物に放火した場合。）

（３）債務者が担保を供する義務を負う場合において、これを供しないとき。

（例えば、担保価値が減少した場合に、追加担保を提供すべき特約があるにも関わら

ず、その提供をしなかった場合。また、保証人をつけることを要求したのに、いつま

でまっても保証人をつけない場合。）

実務的には、上記の事象が発生した時点で債権回収しても実際的に回収することは難しい

ので追加的に以下の条項を契約書に記載するのが一般的です。

① 本契約上の債務の履行を遅延したとき。

② 破産、会社更生、民事再生、整理等の手続開始の申立を自ら行ったとき、又は申立てら

れたとき。

③ 差押、仮差押、仮処分、その他の強制執行、または競売の申立があったとき。

④ 支払停止もしくは支払不能の状態に陥ったとき。

⑤ 自ら振り出した約束手形、為替手形、小切手について１回でも不渡りとしたとき。

⑥ 合併によらず解散したとき。

⑦ 監督官庁より営業の取消、停止等の処分を受けたとき。

⑧ その他相手方の信用を損なう事由が生じたものと判断したとき。

上記事象をもとに期限の利益喪失、契約の解除・解約、相殺に関する記載例は以下のよ

うになります。

＜期限の利益喪失＞

乙が上記事象の各号のいずれか一つにでも該当する事由が生じたときは、甲から乙に対し

て何らの通知、催告等を要せず、乙の甲に対する全ての債務は期限の利益を当然の喪失し、

乙は直ちに全ての債務を支払なければならない。

＜契約の解除・解約＞

乙が上記事象の各号のいずれか一つにでも該当する事由が生じたときは、甲は別に何らの

通知、催告等を要せずして、本契約及び各個別契約の一部又は全部を即時解除若しくは解約

することができる。
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＜相殺処理＞

乙が上記事象の各号のいずれか一つにでも該当する事由が生じたときは、甲は甲乙間の債

権債務につき相殺または差引決済をすることができる。

Ⅱ．取引先の見極めに使用する管理手法
１．取引開始・継続の会社に対する登記事項に関する調査

会社に関連する登記書類としては、商業登記簿謄本と不動産登記簿謄本があります。

商業登記制度は、個人商店や会社に関する一定の事項を法務局に備えられた商業登記簿に記

載・記録して一般に公示し商取引の安全と円滑を確保することを目的とした制度であり、謄本

は誰でも手数料を支払えば入手できます。

不動産登記制度は、権利の客体となる不動産（土地・建物）の所在・所有者・担保権等の不

動産の物理的外観と権利関係を法務局に備えられた不動産登記簿に記載・記録して一般に公示

し商取引の安全と円滑を確保することを目的とした制度であり、謄本は誰でも手数料を支払え

ば入手できます。

上記の各登記簿の主要なチェックポイントを説明いたします。

（商業登記簿謄本の見方）

登記事項 確認事項

�
会
社
の
商
号

①相手方が個人か法人かを確認～株式会社等の会社名称を使用しても実際は個人

の場合がある。個人の場合には財務体質等の調査が必要。

②商号変更の有無～商号、本店所在地が頻繁に変わる場合、倒産歴があるとか、

取込詐欺の疑いもある。

�
本
店
所
在
地

①訴訟、仮差押、強制執行等の手続きを取る場合～相手方の本店所在地が重要。

②登記上の本店と営業上の本店が異なる場合～異なる理由、または変更登記しな

い理由を確認。

�
設
立
年
月
日

①設立がまもないか否か～設立がまもない場合は、組織、財務内容が弱いとみて

調査が必要。また設立が古くとも、会社の沿革を確認し休眠会社か否かを確

認。

�
事
業
目
的

①相手方の営業内容の把握～事業目的の記載から、相手方の業種・営業内容を知

る。

②取引内容と相手方の事業目的との関連～行おうとする取引と登記簿に記載され

ている事業目的とがかけ離れている場合、取引を行う理由を確認。
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�
役
員
に
関
す
る
事
項

①代表者、役員が頻繁に大幅入れ替えが行われている場合～内紛があったり、第

三者から乗っ取りにあっていないか、商号・本店の変更と同様の取込詐欺等の

疑いがないかを調査。

②代表者個人の住所地が登記されている場合～これを手掛かりとして代表者所有

の不動産等の内容を把握。

③代表取締役の確認～登記簿に記載されている代表者となら安心して取り引きで

きる。

④頻繁に取締役が入れ替わる場合～オーナー社長のワンマン経営である可能性が

ある。このような場合、代表者のワンマン経営に歯止めをかけられない会社の

可能性がある。

�
株
式
の

譲
渡
制
限

①担保として自社株の提供を受けた場合～他の担保物件がないため自社株の担保

提供の申し出があった場合、譲渡制限の有無を確認。譲渡制限があると、担保

物件の処分がスムーズにいかないリスクがある。

商業登記簿謄本の登記事項証明書には、①現在事項全部証明書、②履歴事項全部証明書、③閉

鎖事項全部証明書の３種類があるので何を調査事項にするか目的に沿って入手する必要がありま

す。

① 現在事項全部証明書は、現に効力を有する事項及び「商号、本店」については現に効力を有

する直前の「商号、本店」も記載されている証明書である。

② 履歴事項全部証明書は、「現在事項全部証明書」に記載された事項及び交付請求をした日の

３年前の日の属する年の１月１日（基準日）から交付請求をした日までの期間中に抹消する

記号を記録された事項（下線が引かれた役員変更の登記等）および現に効力を有しなくなっ

た事項（会社の合併、分割等）が記載されている証明書である。

③ 閉鎖事項全部証明書は、上記②の基準日以前に抹消の記号が付された事項が記載されている

証明書である。

（不動産登記簿謄本の見方）

登記事項 確認事項

�
表
題
部
の
記
載
事
項

①土地の記載内容～所在、地番、地目（宅地、畑、山林等の区分）、地積（土地

の面積）

②建物の記載内容～所在、地番、家屋番号、種類、構造、床面積

③調査確認事項ー担保能力を概算で把握～土地については、その近くの公示価格

や路線価格を調べ、表題部に記載されている地積に公示価格等を乗じておおよ

その価値を算出する。リスクを考慮した価値の算定は、公示価格等の６０～８０％
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と掛目をつける。なお、厳密に算出するには、不動産鑑定士による評価が必

要。

�
権
利
部
（
甲
区
）
の
記
載
事
項

所有者に関する事項が記載されており、その所有者は誰で、いつ、どのような原

因（売買、相続等）で所有権を取得したかがわかる。

①所有権の移転～�決算書計上の土地等の所有者の名義が「会社名義」か「代表
者個人の名義か」を確認。�所有権の移転状況をみて、会社の代表者及びその
同族関係者からの移転の有無を確認。

②仮登記～仮登記は担保目的で行われることが多い。当該不動産はあまり信用力

は期待できない。

③仮差押～債務者が資産状態が悪化した時に、債権保全のために行うもの。これ

は、税金滞納による差押など相手方の経営状態がかなり悪化している事を意味

する。

④競売申立てに基づく差押～強制執行や抵当権実行の手続きが開始された時に、

行われるもの。相手方の状況は上記③と同様。

�
権
利
部
（
乙
区
）
の
記
載
事
項

①抵当権・根抵当権～�先順位抵当権がいくらつけられているか。�根抵当権か
普通抵当権か。�根抵当権なら極度額はいくらか。�債権者は誰か。�抵当権
に対応する債務の発生事由。	上記により銀行別借入状況が把握できると同時
に、公示価格等で算出した資産価値を比較して取引先の借入余力を推測でき

る。
担保権者は、通常取引先の金融機関又は仕入先である、それ以外の会社
であまり知られていない企業又は個人名がある場合、街金融の疑いがある。ま

た、銀行以外の街金融借入がある場合、取引を避ける方が良い。�根抵当権・
抵当権の債務者欄に取引先以外の者（例えば、取引先の社長又は関連会社等）

の記載がある場合、取引先が第三者の借入のために物上保証をしていると考え

られる。�社長の自宅の住宅ローンに会社資産が担保になっている場合、社長
の公私に区別が出来ていないと判断して取引を注意して行うか、又は止めるか

を検討。

②共同担保目録～共同担保目録を取ることにより、他の不動産の存在がいもづる

式に判明することがある。

質権～不動産に対する質権設定は、実務的ではない。
④地上権と賃借権～所有権の価値を減少させて、競売価格は低い。

２．信用調査機関を利用して調査した場合の「調査報告書」の見方

信用調査機関の「調査報告書」だけで取引先を評価するのではなく、他の方法で入手した情報

と照合し、その差異について再度調査機関に質問等し事実関係を確認することが重要な手続きで

す。

なお、「調査報告書」の「評価」欄だけを見て判断するのではなく、以下に示す項目別の確認
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事項を実施し取引先の現状把握をすることは、有益な情報を得ることになります。

記載事項 確認事項

�
本
店
所
在
地

①登記上の所在地と照合。

②異なる場合、移転登記をしない理由の確認。

�
資
本
金

「１円資本金」で設立が可能であるため、売上規模、会社規模等を比較して小額

資本か否か、また資金繰りは問題ないか確認。

�
「
登
記
、
役
員
、
大
株
主
」
欄

①大株主の状況～�代表権のある役員が大株主になっていない場合、その理由
（上場公開会社、大会社除く）。�主要取引先、金融機関の出資の有無、出資理
由の確認。�上場会社、優良会社が５０％以上の出資をしている場合は与信根拠
となりうるが、素性が明確でない会社で新聞等で色々風評が立っている会社が

主要株主である場合には、再度調査依頼をする。

②資本金の推移～増資理由が業績の伸び、会社規模に対応したものか否かの確

認。また、債務超過解消のための借入金からの振替か否かを確認。

③役員の状況～主要取引先、金融機関からの出向者の有無、出向理由の確認。

④資本金の推移～�順調な増資が行われているか。�減資の有無の確認。
�「
従
業
員
・
設
備
概
要
」欄

①従業員の状況～�従業員（パート、契約社員含む）の増減状況規模の拡大と従
業員の増減との対応確認。�１人当りの売上高の推移による収益性の概要確
認。�労働組合結成の有無。結成時の状況確認。
②設備の状況～�過剰設備の有無。�会社使用の用地、建物、所有権の有無の確
認。�設備の新設計画が業績面、資金繰面から問題がないか検討。
③許認可・免許番号～�会社の営業内容と許認可の取得状況を確認。�許認可違
反の有無を確認。

	
「
代
表
者
」
欄

①経歴～�過去に倒産させた会社があるか否か。倒産要因、倒産会社の精算完了
の有無の確認。�公職の状況、公職が多く経営がおろそかになっていないか、
他人に全て任せていないかの確認。�関係会社や他の会社の兼務の状況把握。
兼務している会社との取引内容、業績等を把握。特に、貸付金、仮払金等の有

無は出来る限り調査が必要。

②自宅所有状況～�会社所有になっていないか、公私の区分が出来ているか。会
社所有になっている場合、自己にしない理由を把握。�自己所有、家族所有の
場合、当該不動産への担保設定の有無の確認。会社の債務に対する担保に付与

されているか、自己債務の担保になっているかの確認。

③後継者の有無～�代表者の年齢、役員の状況を考慮して、後継者の有無を確
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認。�後継者が「配偶者又は子供」となっている場合、配偶者等の資質を調
査。

�
「
系
列
・
沿
革
」
欄

①資本・人的関係～金融機関以外からの出資、役員派遣がある場合の人的・資本

的関係会社がある場合、出資理由、役員派遣理由を把握。また、当該会社との

取引内容や規模を併せて調査。

②関係会社～関係会社が多くある場合には要注意。上場会社以外はグループ全体

の経営状況を把握することは難しいので、其々の関係会社の存在意義を確認。

関係会社等にロスの押付、多額な貸付又は関係会社等の借入金に対する債務保

証をしている可能性があり、確実な担保がないかぎり、取引は避けるか、取引

量を下げる等のリスク管理が必要。

③沿革～�過去にM&A等を実施した場合、合併前の双方の会社の業績、業態等
を調査し存続会社に合併効果がでず負担になっていないかを確認。�沿革で過
去の営業展開をみて、会社の実態を理解することが有益な情報となる。

④債権譲渡登記～会社、経営者に目ぼしい資産が既に担保になっているか、担保

提供のできる資産がない場合に、売掛債権までも担保に入れなければならない

状況になっている可能性もある。

�
「
業
績
」
欄

①業績の推移～�売上高の増減理由が業界の状況と一致しているか否か。�売上
高当期利益率が低い場合又は赤字の場合、資金繰り状況を注意して検討。

�
「
取
引
先
」
欄

①主要取引先～�主要取引先との取引内容、取引先数の把握。�主要な取引先に
有力会社があるか否かを把握し、仕入経路、販売経路に安定性がある否かを確

認。�取引先に問題のある会社又は噂になっている会社の存在の有無の確認。
�取引条件の検討、支払方法と回収方法を比較して資金繰りが良いか否かを検
討。	支払方法に裏書手形払いがある場合、当社が受領した手形振出人と主要
得意先との照合。
取引条件での支払方法と当社の回収条件とで大きな差異が
ないか確認。

�
「
取
引
銀
行
」
欄

①主力銀行の有無の確認。メイン銀行がないと、企業がイザというときに支援が

なく倒産する危険性が大きい。

②主力銀行の変更の有無の確認。

③各銀行からの借入総額と担保提供状況を把握。

④社長、役員、関係会社からの借入状況を把握。銀行、役員等からの借入総額、

資金繰りの状況を把握。

⑤担保設定状況の把握～�「不動産登記写し」より銀行別に、担保設定極度額を
集計。�担保極度額と固定預金の合計額と借入金（割引手形含）合計額との割
合を算定し無担保借入金残高を推定し、会社の信用力を調査。�長期借入金が
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ない場合、担保提供資産（役員財産含む）の有無。長期借入資金の必要性の有

無を検討。

⑥担保設定状況により、会社の担保能力を推定したうえで、資金繰り状況を検討。

�
「
資
金
現
況
・

不
良
債
権
」欄

①資金現況～調査報告書に記載されている「支払能力あり、資金調達能力あり」

のコメントは、聞き取り調査なので額面どおり受け入れるのは危険。直接取引

先から決算書、資金繰り表等を入手して判断すべき。

②未償却の不良債権及び処理～記載がある場合、決算書に計上されているかを確

認。

�「
現
況
と

見
通
し
」欄

当該欄においては、特記事項の有無を確認。

�
「
不
動
産
登
記
写
」
欄

①債権者～融資元である金融機関であるか。融資元でない場合、その理由を確認

②債務者～会社となっているか、代表者を含む役員又は同族者の場合、その理由

を確認。

③物件～�役員所有の不動産に対する担保設定の状況。�根抵当は、継続取引を
前提とした担保であり根抵当は１取引に対して設定される。従って、根抵当権

を設定する債権者は、通常金融機関か取引先である。よって、それ以外の債権

者が根抵当を設定している場合には、その発生理由を確認。

３．取引先訪問時での日常チェック内容のポイント

取引先の動向は日々変化しているので、日常の営業活動の一貫として取引先訪問時には、営業

商談の他に以下に記載した「変動事象面」を常に把握することが債権回収を完全に行う第一ス

テップと考えて行動することが重要です。

変動事象面 変化の現象、検討ポイント

�
体
制
・
組
織
・
従

業
員
等
の
変
化
・

原
因

①事業譲渡・譲受～不採算部門の切り離し

②本社・工場等の売却～資金不足、不採算工場の整理、低利益率製品の整理・撤退

③代表者の変更～経営方針の変更、業績不振

④役員交代～交代理由の確認（内紛、業績不振等）、また後任者は誰か。

⑤従業員の異動～一斉退職（リストラ、待遇悪化、会社への不満）、特に財務・

経理の管理職の退職には要注意。

�
損
益
面
の
変

化
・
原
因

①売上減少、粗利益の落込み～粗利益は、会社の営業力、製品・商品力を示す指

数である。当該変化は、営業力の弱体、過当競争による値引き競争、目玉商品

がなくなったか又は不足、投げ売り等が考えられる。

②営業損益赤字～�営業損益は、「ヒト、もの」での現状体制での状況を示す指
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数である。当該変化は、経費の増加、人員が過剰であるのにリストラ対策が十

分ではない。売上高の規模に対応して設備等の固定資産が過剰で生産効率が悪

い。�赤字は一過性か恒常的かの確認。�資金繰り状況確認。
③特別損失の発生～財テク失敗、不良資産償却、災害発生、過剰設備の廃棄・除

却、訴訟敗訴、為替の失敗

�
財
務
面
の
変
化
・
原
因

①在庫の増加～売れ行き不振、需要予測の誤り、滞留在庫商品・製品の増加

②在庫の急減～投げ売り換金化

③売上債権の増加～回収遅延、不良債権の発生、空売上げ債権の発生

④貸付金の増加～赤字関係会社支援、経営者一族への貸付

⑤借入金の増加～設備投資、赤字による資金不足

⑥営業キャッシュフローが３期連続赤字～３期連続で営業キャッシュフローが赤

字の場合、資金不足が発生、借入先がなければ倒産危機となる。

�
信
用
状
況
の
重
要
な
シ
グ
ナ
ル
と
対
応
策

①支払期日の支払遅延～�遅延理由の確認（遅延が慢性的になっているか、遅延
は自社のみか、他社にも同様か）。�遅延金総額を把握（要因があれば、要因
別に、例えば、検収遅れ、請求書未着、事務誤り等）。�場合によっては、担
保の徴求・買掛金発生時に保全措置。�出荷制限、出荷ストップ等の検討。�
決算書、資金繰り表の提出を要請し内容の分析調査・検討。

②手形ジャンプの要請～�ジャンプ要請は自社のみか他社もあるか確認。�資金
繰り実績と予測の確認。�今後の支払手形の金額と期日の確認。�担保設定要
請など。

③新規担保の設定～�抵当権、根抵当権の登記、定期的に不動産登記事項証明書
を入手し確認。�債権譲渡登記、会社の登記事項概要証明書を入手し確認。
通常担保は、不動産、預金、有価証券であるので、債権まで担保に取ること

は、他に回収保全資産はなく非常に倒産リスクが大きい会社である。

④決済条件延長要請～業界平均や他納入業者の決済条件と比較して、回収サイ

ト、現金・手形割合等の決済条件が長い場合には、実質融資と同様な効果にな

るので容易に応じないこと、会社の支払決済状況は、信用機関作成の「調査報

告書」に記載されているので参照のこと。

⑤仕入先の変更～他社が納入を減らしてきているためか否か、要因を調査。他社

が信用不安情報を把握した結果取引を減らしている可能性がある。

⑥販売先の変更～販売先から切られたのではと疑って、変更理由を確認。特に大

口取引先から切られたのならば売上高の大幅な減少となり、資金繰りにも大き

な影響を与えることになるので、要注意会社として監視。
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４．キャッシュフロー計算書の見方

取引先が株式公開企業でないと詳細な決算書を入手することは非常に難しく、もし入手しても

会社法で規定している計算書類である貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の３表で

あり、勘定科目明細やキャッシュフロー計算書を入手することはできません。従って、取引先の

財務内容等を分析（例えば、滞留債権や長期滞留在庫の有無、多額な仮払金の支出内容、貸付金

の回収可能性の有無、遊休固定資産の有無、投資有価証券・出資金の評価損の有無等）をするこ

とはできませんが、上記計算書類３表の年度比較からキャッシュフロー計算書を概算ベースで作

成し取引先の資金の調達・運用状況等資金収支状況を把握することはできます。取引先の財務体

質を把握したうえで事前に債権保全手続き（追加担保の請求、取引条件の見直し等）を準備する

ことが必要です。

キャッシュフロー計算書は、現預金の増減を①営業活動から得た資金の収支、②投資活動から

得た資金の収支、③財務活動からの得た資金の収支の３区分別に把握することを目的で作成され

ています。このように、キャッシュフロー計算書は、会社の営業活動を貸借対照表項目の２期間

比較から資金の入金・支払取引を増減計算から把握し作成していますので、損益計算書が黒字で

あっても資金収支は赤字の場合があります。

この原因は、以下のとおりです。

① 損益計算書上の収入（収益）はキャッシュフロー計算では資金の収入として処理されます

が、売上高が計上した時点では現金入金が一般的には行われず取引先との支払条件で何ヶ月

か経過後入金されます。したがって、回収されるまで売上債権を購入したとして資金の支出

と処理され資金収支はゼロとなります。

この結果、入金される期間まで資金入金がないので借入金等の資金調達の準備が必要とな

ります。また、売上債権が回収出来なく（例えば、取引先の倒産等による貸倒損失、滞留債

権の発生等）、借入金等で支払資金の準備ができなくなった場合には黒字倒産になる危険性

が生じます。会社が売上高の架空計上で粉飾決算をしても、売上高に対応する債権回収がで

きないので資金収支ではマイナスになり、粉飾決算の売上高はキャッシュフロー計算書上相

殺されゼロになります。

② 損益計算の支出（費用）は、キャッシュフロー計算では資金の支出として処理されますが

仕入・費用関連債務が現金取引でないとキャッシュフロー計算上では負債が増加するので資

金の収入となります。また、非資金費用である減価償却費、引当金繰入額を計上しているが

当該取引は資金の伴わない費用の計上では資金の支出となりますが、キャッシュフロー上資

金のプラスとし資金収支をゼロとする処理が行われます。従って、会社が減価償却費や引当

金の未計上で損益計算書上利益を計上したとしてもキャッシュフロー計算上では、計上した

場合と資金収支の結果は同一となり、会社の利益操作による会計処理効果が解消されます。
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流動資産： 流動負債：

現預金 支払債務

受取債権 短期借入金

棚卸資産 未払法人税等

その他流動資産 その他流動負債

固定資産： 固定負債：

有形固定資産 長期借入金

無形固定資産 その他固定負債

投資等 純資産

以上のように会社が、色々な会計処理で損益計算書上利益を計上したとしてもキャッシュ

フロー計算書上では、当該処理が全て解消され実際の現預金の運用・調達状況を把握できる

ので、会社の資金収支を数年の比較分析することにより倒産リスク等を事前にチェックする

ことができます。

＜キャッシュフロー計算書の作成方法＞

貸借対照表

キャッシュフロー計算の際の資金に収入、支出は以下のようになっています。

資金の収入（調達） ：資産の減少、負債の増加、収益・利益

資金の支出 （運用） ：資産の増加、負債の減少、費用・損失

資金の収支を伴わない収入・支出：減価償却費、引当金繰入・戻入、資産の廃棄損・除却損・貸

倒損失

① 営業活動から得た資金の収支の概算計算

損益計算書の当期利益＋非資金費用（減価償却費、引当金増加）－流動資産増加（現預金、

貸倒引当金除外）＋流動負債増加（短期借入金、引当金は除外）＝営業キャッシュフロー

＜チェックポイント＞

営業キャッシュフローがプラスであると、投資活動に伴う資金財源になるか借入金返済

の財源にもなるので資金管理面から非常に良い状態であるといえますが、営業キャッシュ

フローがマイナスとなると資金不足のために固定資産の処分か借入金により資金調達を実

施することになります。従って、営業キャッシュフローが３期連続して赤字の場合は資金

不足をなにでカバーしているかを「財務活動から得た資金」を見て財務の安定性の有無を

確認することが重要です。

また、営業キャッシュフローでの資金収支に大きな影響を与える「運転資金」は、特に

注意して検証する必要があります。

運転資金＝売上債権（受取手形、売掛金）＋棚卸資産－仕入債務（支払手形、買掛金）

運転資金がプラスの場合には、自社が運転資金を負担し資金を調達しなければならない
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ことを意味します。運転資金の過不足は「取引条件」で決まるため、売上債権の与信サイ

トと仕入債務の与信サイトの比較で売上債権の与信サイトの方が悪いと「売上債権－仕入

債務」でプラスの残高と棚卸資産の在庫保有分との合計額が運転資金の固定化（運用の出

来ない資金）となり、資金調達が必要になります。

営業活動の資金収支に使用される勘定科目は、純資産の利益剰余金の増減、受取勘定・

棚卸資産・その他流動資産の増減、支払債務・未払法人税等・その他流動負債・その他固

定負債（引当金以外）の増減です。

② 投資活動から得た資金の収支

固定資産の取得・処分（廃棄、除却、売却）に伴って発生する資金収支、貸付金の支

出・回収による資金収支及び流動資産の有価証券、投資有価証券の取得・売却による資金

収支であり、営業キャッシュフローから投資活動の資金収支を控除したのがフリーキャッ

シュフローと言われ、フリーキャッシュフローがプラスの場合には、投融資が借入金に依

存せずに自己資金でまかなっており、財務体質が良いと一般的に言われています。

＜チェックポイント＞

固定資産の取得に要する資金が、①営業キャッシュフローか、②借入金による資金調達

か、また、借入金は短期か長期か、③固定資産の処分による資金収入かを確認すること。

営業キャッシュフロー及び長期借入金でカバーされている場合は財務体質的には問題あり

ませんが、短期資金で固定資産を取得した場合には財務体質の安定性を損うので注意が必

要です。原則として、固定資産の取得なので長期借入金で賄うのが財務の安定性から言え

ばベストです。また、借入資金の返済財源が、過去の営業キャッシュフローで返済が出来

るか否かも確認しておくことが重要なポイントと言えます。なお、借入資金の返済財源の

簡易的な算定方法は、「当期利益＋非資金費用」です。

③ 財務活動からの得た資金

財務活動の資金収支は、営業活動、投資活動の結果から生じた余剰資金又は不足資金を

どのように配分・活用あるいは補充しているかを示しています。資金不足が発生する場合

には、資金調達の状況により営業活動、投資活動に制約を受けることになります。

＜チェックポイント＞

キャッシュフローの循環で、営業キャッシュフローの不足分を短期資金の調達か資産の

処分資金でカバーしているか、投資キャッシュフローの不足分を短期資金だけの調達で

行っている場合は、キャッシュフローの循環が非常に悪いといえるので、当該会社との取

引には、注意して行うことが必要になります。また、金融機関から資金調達が行われてい

る場合は、無担保資産の有無と担保能力は十分に余力があるかを検討することが必要で

す。
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財務活動の資金収支に使用される勘定科目は、短期借入金・長期借入金・の増減、社債

の増減、増資、及び現金配当金です。

５．まとめ

売上債権管理の主たる目的は、倒産等による売上債権の焦げ付きを極力防止するか、又は貸倒

損失額を最小限の抑えることにあります。

焦げ付きによる損失額が発生した場合には、売上総利益率によって異なりますが、例えば総利

益率が５０％で２倍の追加売上高が必要となりますし、新たな取引先の開拓といった今まで以上の

営業活動と実績の確保が自社の存続を考えた場合には必要条件となってきます。

そのためには、常に取引先の異常な事象を把握するため色々な調査や情報収集を行うことで

す。その際に、「Ⅱ．取引先の見極めに使用する管理手法」に記載しましたチェックリストに基

づいて取引先の調査を実践し、債権管理の有効なツールとして活用していただきたいと思いま

す。

＜参考文献＞

「与信・債権回収管理ハンドブック」（橋本善治著 セルバ出版 ２０１１年）
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札幌ワンストップ経営支援センター ～ 経営上の問題点をワンストップで解決

札幌ワンストップ経営支援センターの３つの特長

（１）専門家の強みを活かして、経営上の問題点を各専門家の立場からワンストップで解決

各士業の専門分野から横断的に様々な解決策を拾い出し、それをまとめあげて「最適解」

を提示いたします。

（２）「対処」より「予防」に焦点を当てて対応

「問題が発生してからでは対策は限定され対処が遅くなる」と言う問題を解決するため

「予防」に焦点を当てて、事態が悪化してしまう前に相談を受け的確な対処法を提示いた

します。

（３）経営に関する情報、例えば法律情報・税務情報・労働問題情報・会計情報等の定期的な情

報発信

一の会社、個人では、有益な情報を収集するのは難しく，非効率です。各士業が専門的な

観点で有用と思われる情報を定期的に発信いたします。

＜各専門家メンバー＞

１）弁護士 中村総合法律事務所 所長：中村浩士

連絡先：札幌市中央区南１条西１０丁目４番 第２タイムビル８階

電話：０１１－２２２－９４８５ E-MAIL：hiroshi@nakamura-lawoffice.jp

２）公認会計士 三浦公認会計士事務所 所長：三浦正範

連絡先：札幌市東区北２７条東１８丁目１－１８

電話：０１１－７８０－５０３９ E-MAIL：ajg３６６４０＠pop２７．odn.ne.jp

３）司法書士 司法書士法人 リーガル札幌 所長：黒田善博

連絡先：札幌市中央区大通西３丁目１１番地 北洋ビル７階

電話：０１１－２４１－６０６５ E-MAIL：legal-sapporo@mug.biglobe.ne.jp

４）税理士 税理士法人 栄晃会計 所長：橘 明良

連絡先：札幌市白市区中央１条６丁目９－１５ イチムラビル１階

電話：０１１－８４６－５９１１ E-MAIL：eikoh@tkcnf.or.jp

５）土地家屋調査士 こいけ土地家屋調査士事務所 所長：小池道雄

連絡先：札幌市豊平区西岡４条８丁目１２－１２

電話：０１１－８２６－４８６９ E-MAIL：sokuryo@mbd.nifty.com

６）社会保険労務士 社労士オフィスONE 所長：沢田寿晴

連絡先：札幌市豊平区月寒東１条６丁目３－５ 月寒東１．６ビル ３階

電話：０１１－８２７－８２１７ E-MAIL：officeone０１０１＠gmail.com
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広州は、広東省の省都で北京、上海に次ぐ中国第３の都市ですが、中国の南部にあるため、中国東北
部の都市に比べ、道民にとってはややなじみが薄い感があります。しかし、１月２８日から新千歳－広州
間の直行便が新規に就航し、北海道と広州の経済交流は、観光を中心に活発化が期待されていることか
ら、広州がどのような所かを少しご紹介させていただきたいと思います。

１，２００年前から商業都市として栄えた広州は、現在人口１，０００万人を超す大都市です。中国南部の珠江
デルタの北部に位置し、列車で香港まで２時間、マカオまで１時間の距離にあります。沖縄県の石垣島
より緯度が低く、亜熱帯性の一年中温暖な気候で、バナナや柑橘類など多彩な果物が採れ、スーパーで
はザボンやドラゴンフルーツといった日本ではあまり見ない果物も山積みされています。
ビジネス街は高層ビルが建ち並び、建設中のビルも数多く見かけます。高速道路は網の目のように張

り巡らされ、現在市内に８路線ある地下鉄は、今も拡張工事が続けられています。中心街のデパートや
飲食店は、多くの若者で連日賑わっています。広州の２０１３年１～９月のGDPは前年同期比１２％増であ
り、日本の都市にはない活気が感じられます。
会話では広東語が使われ、中国語（いわゆる普通語）しかわからないと全く聞き取れません。古くか

らこの地に根差した「地元民」が多いことの象徴であり、１９７９年の改革開放政策後に急速に発展した近
隣の深圳市では、広東語が話せない人が多いのとは対照的です。

広州の特徴の一つとして日本車の多さが挙げられます。中国における昨年９月の日本車販売シェアは
１７％だったのに対し、ここ広州で見かける乗用車の半分近くは日本車（正確には現地企業との合弁会社
で製造）です。広州はトヨタ、ホンダ、日産の日系３大メーカーが揃って進出している都市であり、街
中でお馴染みのエンブレムを付けた車を見かけます。自動車メーカーと共に進出したサプライヤー以外
にも、商社や物流といった多くの日系関連企業が進出し、現地での大きな雇用を生み出しています。イ
オンやユニクロといった量販店も活況で、仕事と消費を通して日本ブランドは、自然と現地に溶け込ん
でいるため、日常生活を送る中で日本に対する悪いイメージは感じられません。
広州は中国の中でも比較的裕福な都市ですが、それに加えて消費性向が高いのも広州の特徴の一つで

す。街で見る車も、ホンダの場合はアコード、オデッセイといったミドルクラス以上で、その他ベンツ
やアウディの上級クラスといった高級車も多く、いわゆる低価格車はほとんど見かけません。昼食時に
は日本円で１，０００円を超すメニューが並ぶ日本料理店も満席になります。２００９年の広州の消費性向は
８３％で、上海の７３％、北京の６７％を大きくしのいでおり、「宵越しの金は持たない」という方が多いの
かもしれません。

自動車を中心とした製造業での日系企業進出のイメージが強
い広州ですが、１，０００万人を超す人口、整備されたインフラ、
親日的な風土、高い消費性向など消費市場も拡大しており、広
州は近年有望なマーケットとして、流通や飲食業などの日本の
サービス業の進出が増えています。豚骨ラーメン店の数に比べ
味噌ラーメン店は圧倒的に少ないことや、スイーツが好まれる
こと、また、北海道と気候が全く異なることなど、北海道が得
意とする食と観光の分野での進出余地は十分にあると思われま
す。今後道内企業のビジネスチャンスが増えることを期待し、
広州から積極的に情報発信を続けてまいります。

アジアニュース

多くの日系企業が進出している中国・広州の現状

混雑するイオンの店内

北洋銀行国際部 主査
（三菱東京UFJ銀行（中国）・広州支店派遣）

湯本 武史
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日本
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北洋銀行
バンコク駐在員事務所

サラデーン駅

バンコック銀行
本店

シーロム駅

ルンピニー駅チョンノンシー駅

ラーチャダムリ駅

チットロム駅
プルンチット駅

チュラロン
コーン大学

ロイヤルバンコク
スポーツクラブ

北洋銀行は、平成２６年１月９日（木）にタイ王国の首都バンコク市に、バンコク駐在員事務所を開設
します。

【開設の背景】
ASEAN地域は、６億人の人口を有し、７年後には中間富裕層が４億人を上回る規模まで拡大すると

予想されるなど、“チャイナ・プラス・ワン”として、一段の成長が期待できる地域です。更にタイへ
の直行便の就航も加わり、道内中小企業等の関心が強まっているほか、北海道の豊かな自然や安全な食
などの高い北海道ブランド力を背景に、今後ビジネスチャンスの拡大が見込まれています。
当行は、こうした動きに即応し、道内企業のASEANにおけるビジネス活動を支援するためのオール

北海道のビジネスセンターとして、バンコクに駐在員事務所を開設することとしました。

【開設のねらい】
北海道、北海道国際ビジネスセンター、（公財）北海道中小企業総合支援センターなど関係機関と連

携して、情報の収集・提供、現地視察の提案・アテンド、販売先や旅行エージェントとのマッチング等
の具体的なビジネスサポートを行い、道内の企業・市町村・団体のASEANのビジネスセンターとし
て、現地への進出、販路拡大およびASEANからの観光誘致を一層促進します。

【事務所の概要】
・名称 株式会社 北洋銀行 バンコク駐在員事務所

（英語名 North Pacific Bank, Ltd. Bangkok Representative Office）
・所在地 タイ王国バンコク市バンラック区シーロム地区ノース・サトーン通９８

サトーン・スクエアオフィスタワー２００３号室
・開設日 平成２６年１月９日（木）（予定）

アジアニュース

ASEANにおけるオール北海道のビジネスセンターとして
バンコク駐在員事務所を開設

（サトーン・スクエアオフィスタワー２０階）
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【事務所の利用方法】
○様々なビジネスサポートを提供いたします。

①現地の法制度、税制等にかかるコンサル機関・金融機関等の紹介
②現地の販売業者・物流業者等の紹介・マッチング
③北海道への観光客誘致に関する情報提供
④北海道の経済環境・投資環境等の情報発信

○事務所の設備や機能をお使いいただけます。タイでのビジネスの際には、お気軽にご利用下さい。
＜現地の情報を知りたい＞

・現地企業、流通、消費トレンド、観光トレンド等の情報収集
⇒ 各種調査レポート、パンフレット、情報誌等を配備

＜商談等の場所が欲しい＞
・取引先との商談

⇒ 面談や会議にも対応可能
・商品説明会、会社説明会の開催

⇒ 最大１５名まで対応可能
・従業員の採用面接

＜書類作成等をしたい＞
・プレゼン資料等の作成、道内本社との打合せ

⇒ デスクで、インターネットの使用可能

＜ご利用いただける設備や機能＞
・デスク 会議セット 応接セット プリンター インターネット
・現地スタッフ（英語、日本語、タイ語対応可能）によるサポート

【北洋銀行の海外支援ネットワーク】
北洋銀行では、国際部アジアデスクを中心として、中国・ASEAN・ロシアを結ぶ海外ネットワーク

により、お取引先企業の海外ビジネスをバックアップいたします。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４２６ ７０～１６６ ２５６ ２５３ ２３４～２６２

牛乳 １リットル 現地産 ２１０～４２８
３６

（２４３ml）
１２８

２５３
（８３０ml）

１６０～２６８

じゃがいも ０．５kg 現地産 １２２～２２０ ３３～１１５ １９２
８８

（アメリカ産）
５４

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １４６ －
２８８

（１個）
８１

（１個）
１６９

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg １３７ ２３３ １４７ ２０４ １３２

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９７ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９４ １５３ ２９３ ２５９

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８０ １０４ ２４０ １３０ ５０９

ミネラルウォーター ５５０ml ２０ ２１ ２２ １２６ ５２～１０８

コーラ ３３０ml コカコーラ ３３ ３３ ４４ ８１ １０１

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２６８ ２６８ ６４０ ３７５ －

タクシー初乗り ２３５ １３４ １１２ ２７７ ４６３～６１８

ガソリン １リットル レギュラー １２６ １２３ １１２ １７７ １０６

トイレットペーパー １０巻 日本製
２２１

（現地製４巻）
４７７

４４８
（現地製）

５３４
３８３

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１２４

（現地製）
７９

（現地製）
３０４ ２５９ １３５

洗濯洗剤 １kg 日本製
２０８

（現地製）
２００

（現地製）
３８４ ２２３ １，０８１

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６８ １６８ ２５６ ３２６ ３０９

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４８ ２２ １０

水道料金 １� 住居用 ２７ ５２ ３２ ９５ ９５

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １６ ７３ ４９

バス 市内均一区間 ３３ １６～３３ ２５ ８１～１７１ ４６

地下鉄 初乗り ５０ － ７０ ８９～１９５ －

携帯

機種 iPhone５１６G ８８，８９１ ７７，３２６ ４８，０００ ８０，６４０ ７７，２１９

基本料金／月 ７７３ ９７４ ２，５６０ ４，４２４ ４，６３５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９２４～２，３５３１，００８～１，１７６６４０～１，４４０ ９３８ ５２５～１，０８１

現地価格調査（２０１３年１２月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１３年１１月２９日仲値
１中国元＝１６．８１円 １タイバーツ＝３．２０円 １シンガポールドル＝８１．６２円 １ロシアルーブル＝３．０９円
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９６．７ △６．６ ９１．４ △９．５ ９６．９ △６．０ ９１．５ △９．２ ９６．８ △１０．３ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．５ △２．０ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．４ △２．７

２４年７～９月 ９９．３ △２．９ ９５．９ △３．２ ９９．２ △３．２ ９４．６ △４．３ １０７．７ △１．１ １１２．２ １．８
１０～１２月 ９６．７ △２．６ ９４．１ △１．９ ９８．０ △１．２ ９３．４ △１．３ １０８．４ ０．６ １１０．４ △１．６

２５年１～３月 １００．８ ４．２ ９４．７ ０．６ １０２．３ ４．４ ９７．２ ４．１ １０５．８ △２．４ １０６．６ △３．４
４～６月 １００．３ △０．５ ９６．１ １．５ １００．２ △２．１ ９５．４ △１．９ １０７．１ １．２ １０７．０ ０．４
７～９月 １００．４ ０．１ ９７．７ １．７ １００．４ ０．２ ９６．０ ０．６ r１０６．５ △０．６ １０８．３ １．２

２４年 １０月 ９６．５ △０．８ ９４．３ ０．３ ９７．２ ０．８ ９３．３ ０．３ １０７．８ ０．１ １１２．２ ０．０
１１月 ９７．２ ０．７ ９３．４ △１．０ ９８．２ １．０ ９１．８ △１．６ １０７．９ ０．１ １１１．８ △０．４
１２月 ９６．５ △０．７ ９４．７ １．４ ９８．６ ０．４ ９５．２ ３．７ １０８．４ ０．５ １１０．４ △１．３

２５年 １月 １００．６ ４．２ ９４．１ △０．６ １０３．０ ４．５ ９６．３ １．２ １０７．９ △０．５ １０８．６ △１．６
２月 １０２．５ １．９ ９４．９ ０．９ １０３．１ ０．１ ９８．０ １．８ １０８．６ ０．６ １０７．３ △１．２
３月 ９９．２ △３．２ ９５．０ ０．１ １００．９ △２．１ ９７．２ △０．８ １０５．８ △２．６ １０６．６ △０．７
４月 ９９．３ ０．１ ９５．９ ０．９ １０１．２ ０．３ ９５．８ △１．４ １０３．２ △２．５ １０７．４ ０．８
５月 １０１．７ ２．４ ９７．７ １．９ １０１．８ ０．６ ９６．８ １．０ １０２．４ △０．８ １０７．０ △０．４
６月 ９９．８ △１．９ ９４．７ △３．１ ９７．７ △４．０ ９３．７ △３．２ １０７．１ ４．６ １０７．０ ０．０
７月 １００．９ １．１ ９７．９ ３．４ １０１．２ ３．６ ９５．６ ２．０ １０４．６ △２．３ １０８．７ １．６
８月 １００．０ △０．９ ９７．０ △０．９ ９９．６ △１．６ ９５．５ △０．１ １０６．６ １．９ １０８．５ △０．２
９月 １００．２ ０．２ ９８．３ １．３ １００．３ ０．７ ９６．９ １．５ r１０６．５ △０．１ １０８．３ △０．２
１０月 p１００．８ ０．６ p９８．８ ０．５ p９９．８ △０．５ p９８．６ １．８ p１０８．６ ２．０ p１０７．８ △０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１ △０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年７～９月 ２２９，５０９△０．５ ４７，３９１△１．６ ４９，８６５ △２．５ １５，４４７ △２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △１．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △１．５
４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８２ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７９０ ０．７
７～９月 r ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ r １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６

２４年 １０月 ７７，３８１△０．０ １５，６７２△２．４ １７，７４８ ０．４ ５，３４９ △３．０ ５９，６３３ △０．２ １０，３２３ △２．１
１１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２ △２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９
２月 ６９，３１７△１．９ １４，２３９ △２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８ △１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．９ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７ △０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 r ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ r ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 p ７７，８８９ ０．７ １５，９１１ ０．８ p １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ p ６０，３３５ １．２ １０，６０８ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１０／本文　※柱に注意！／０２９～０３２　主要経済指標  2013.12.19 14.09.43  Page 29 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △０．３ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．３ １．５ １００．３ ０．９ ９８．９４ １４，４５６

２４年 １０月 ４２，３８２ ３．３ ８，０５７ ２．２ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １００．９ １．２ １００．０ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．０ １．４ １００．３ ０．９ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．９ １００．６ １．１ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．８ １．９ １００．７ １．１ ９７．８５ １４，３２８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７

２４年 １０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４
２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１０／本文　※柱に注意！／０２９～０３２　主要経済指標  2013.12.19 14.09.43  Page 30 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６

２４年 １０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５８８ △５．７ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７６８ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，６９８ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年７～９月 ３，６７７ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８２５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２５年１～３月 ２，５１０ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 ２，８５１ ６．１ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３８ ４．４ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９

２４年 １０月 １，０６９ ５．４ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６４ ８．６ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８９２ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 ７７６ １．６ ０．６１ ０．８１ ↑ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１
２月 ８２２ ４．１ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９１２ １．９ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 ７８５ ４．３ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９８８ ７．６ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．２ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８５ ５．４ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４３１ ３．３ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２２２ ４．６ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１４ ４．２ ０．７９ ０．９１ － ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，８０６ ７．３ ６３９，４０５ △２．１ １，６９８，１８５ ３．８ ７２１，１３９ ３．４

２４年７～９月 ９１，６３２ △５．８ １５７，１４５ △８．２ ３８１，８１７ ２．３ １７５，７９７ ０．３
１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５

２５年１～３月 １１０，３２６ １８．２ １６３，５２７ １．２ ５１０，３８８ ９．４ １９１，３１６ ８．０
４～６月 １１０，８３４ １５．５ １７６，０４４ ７．１ ４３４，３９６ １６．５ １９６，６９１ １０．４
７～９月 r １１３，０２７ ２３．３ １７７，１５３ １２．７ ４４３，６４６ １６．２ r ２０６，５０５ １７．５

２４年 １０月 ３９，９２５ ３１．６ ５１，４８０ △６．５ １４９，１７０ １２．７ ５７，０４２ △１．５
１１月 ３１，８０１ △１．３ ４９，８３２ △４．１ １３５，１５８ △７．７ ５９，４０２ ０．９
１２月 ３２，１９０ １１．９ ５２，９８５ △５．８ １４８，６４７ ２．８ ５９，４４３ １．９

２５年 １月 ３３，５２９ １８．５ ４７，９８６ ６．３ １８３，８１１ １９．２ ６４，３２１ ７．１
２月 ２９，２４１ １．５ ５２，８３１ △２．９ １６１，８８３ ４．２ ６０，６４５ １２．０
３月 ４７，５５６ ３１．１ ６２，７１０ １．１ １６４，６９４ ５．０ ６６，３７９ ５．６
４月 ３８，９３４ ０．５ ５７，７６６ ３．８ １６７，０１９ １１．９ ６６，６１５ ９．５
５月 ３３，８９２ ２２．３ ５７，６６７ １０．１ １５２，２８０ ２７．８ ６７，６４８ １０．１
６月 ３８，００８ ２８．９ ６０，６１０ ７．４ １１５，０９７ １０．０ ６２，４２８ １１．８
７月 ３６，６０８ ９．０ ５９，６０５ １２．２ １３２，６００ １６．１ ６９，９００ １９．７
８月 ３６，４４９ １４．２ ５７，８２９ １４．６ １６６，００３ １８．６ ６７，５０８ １６．１
９月 r ３９，９７０ ５３．０ ５９，７１９ １１．５ １４５，０４３ １３．７ r ６９，０９７ １６．６
１０月 p ４０，３２６ １．０ ６１，０４４ １８．６ p１７０，５４０ １４．３ p ７１，９７０ ２６．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

２４年７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６

２４年 １０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５
１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年 １月 １３８，９３６ １．８ ６，０９６，６７２ ２．４ ９１，４４８ △０．３ ４，１９２，１９１ ２．２
２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △０．３ ４，２０２，６８６ ２．３
３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４月 １４１，８２２ １．１ ６，２９２，６７８ ３．８ ９２，１８９ △１．１ ４，２１９，８１４ ２．３
５月 １４１，５０２ １．６ ６，３１５，５１９ ４．１ ９１，１３５ △０．９ ４，２２３，０４２ ２．７
６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７月 １４１，４５０ ２．１ ６，２８０，８７５ ４．２ ９０，８４０ △０．５ ４，２３８，６６２ ２．８
８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９
９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１月号
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●道内経済の動き 

●平成26年度北海道経済の見通し 

●売上債権管理に関して 

●多くの日系企業が進出している中国・広州の現状 

●バンコク駐在員事務所の開設 
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